
資料１－１ 

 

被災者に対する国の支援の在り方に関する検討会の開催について 

 

 

平成２５年１０月１８日 

内閣府政策統括官（防災担当）決定 

 

 

１．趣旨 

災害対策基本法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第５４号）が成立

し、同法の一部が施行され災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）が厚生労

働省から内閣府へ移管されたこと、近時の集中豪雨や竜巻等の災害の発生、被

災者支援への関心が高まっていること等を受けて、平成２４年３月まで開催さ

れた被災者に対する国の支援のあり方に関する検討会における「中間整理」を

踏まえつつ、被災者支援に係る課題・問題に対する対応方針等について幅広く

検討し、整理を行うため、被災者に対する国の支援の在り方に関する検討会

（以下「検討会」という。）を開催する。 

 

 

２．構成員 

（１）検討会は別紙に掲げる有識者及び地方公共団体関係者をもって構成し、内

閣府政策統括官（防災担当）が開催する。 

（２）検討会の座長は、構成員の互選によって決定する。 

（３）座長は、必要に応じ、その他の関係者の出席を求めることができる。 

（４）座長は、検討会における議論に資するため、専門の事項についてワー

キンググループを開催し、意見を聴取することができる。 

 

 

３．検討会の庶務 

検討会の庶務は、内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（被災者行政担

当）において処理する。 

 

 

４．その他 

前各項に定めるもののほか、検討会の運営に関する事項その他必要な事項

は座長が定める。 


